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近年、地球温暖化の影響により、流氷勢力の減少に起因する波高増大が懸念されている。しかしながら、

沖に海氷が少なく沿岸部に海氷が卓越した状況で高波が作用した場合に発生する沿岸部での海氷のパイルア

ップ現象やこれに伴う波浪低減特性についての研究はほとんどされていない。本研究では、実海域に多く見

られる海氷の大きさや厚さを考慮した上で、海氷による波浪低減効果および波の遡上特性について水理模型

実験により明らかにするものである。 
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1.  はじめに 

 

近年、地球温暖化の影響により、北海道北西部におけ

る海氷面積が将来的に著しく減少する可能性が高いこと

が報告されている 1)。冬期におけるオホーツク海は、流

氷に覆われることにより、海上風による波浪の発達を抑

制する効果や海氷による波浪の減衰効果により波浪が低

く抑えられているが、流氷勢力の減少に起因するオホー

ツク海沿岸の冬期間における波高増大が懸念されている
2)。特に、沖合に海氷がほとんど存在せず、沿岸部に海

氷があった場合に発達した低気圧の影響を受けると、波

そのものの遡上により海岸線の直近に位置している主要

な交通路である道路盛土への被害のみならず、海氷を伴

った波の遡上により陸に打ち上げられる氷塊によって、

施設や家屋への甚大な被害が想定される。 

海氷による波の減衰効果については、Wadhamsra ら
3)Squire ら 4)、が海氷距離の増加に伴って指数関数的に減

少することを検証し、堺ら 5)片山ら 6)は、海氷が沖にシー

ト状に卓越した状態を想定した場合の波浪低減特性や海

氷の挙動について明らかとしている。また、Frankenstein

ら 7)は、高波浪の条件下では、海氷は小さく破壊され、

surge、sway、pitch、roll、yaw などの複雑な動きとなるこ

とを指摘しており、Shen・Squire ら 8)は、海氷域における

波の減衰に影響を及ぼす要因として、氷盤間の衝突や相

互作用による吸収、砕波による散逸、波の伝搬による氷

の変形などの様々な要因があることを指摘している。し

かしながら、被害が甚大となる可能性の大きい沖に海氷

が少なく、沿岸部に海氷が卓越した状況で高波浪が作用

した場合の沿岸部における海氷のパイルアップ現象やこ

れに伴う波浪低減特性についての研究はほとんどされて

いないのが現状である。 

本研究では、冬期において波の遡上により北海道オホ

ーツク海沿岸域の道路盛土に被害のあった代表的な地形

を基に、海氷が沖側にほとんどなく、沿岸部に卓越した

状態を設定し、実海域に卓越する流氷盤の大きさや厚さ
9)を考慮した上で、高波浪が作用した場合の沿岸部にお

ける海氷による波浪低減および遡上特性について、水理

模型実験により明らかにするものである。 

 

2.  オホーツク沿岸の海氷状況 

 

ここ十数年のオホーツク海沿岸での流氷の分布状況を

見ると、海面全体に分布している状況は少なくなり、沖

図-1 海氷分布 
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合に帯状に分布している場合や、沖合に海氷は少ないが、

沿岸部付近に多く分布している状況が見られている。図

-1 は一例として 2011年2月14日に観測された海氷分布で

あるが、海氷がまばらであり、当該年月日において年間

の最大波高を記録していた。また、著者らは最近のオホ

ーツク海沿岸の波浪状況を報告している2)が、近年にお

いて海氷が卓越する2月期では密接度が小さくなってい

る傾向があり、冬期波浪増大への備えが重要である。 
  

3.  実験の設定 

  

(1)実験地形 

実験の地形条件を設定するにあたり、オホーツク海沿

岸の国道において､冬期間に波の遡上により道路盛土に

軽微な欠損が生じた数件の事例のうち安全側を考慮した

代表的な地形である1：30および1：10の複合勾配を対象

とした。写真-1および図-2は、道路盛土に被害の発生し

た状況および海岸と道路盛土の断面地形である。 

 
(2)実験条件 

海氷による波の波浪低減効果を明らかにするため、水

理模型実験を実施した。図-3に示す反射吸収式造波装置

を備えた2次元造波水路（長さ 24.0 m，幅0.8 m，深さ 

1.0 m）に、現地の地形条件に合わせて1:30および 1:10 

勾配のモルタル製固定床を設置した。模型縮尺は 1/45 

とし、実験にはすべて不規則波を用い、1波群 200 波を

作用させたときの波の低減率と反射特性、波の遡上特性

および模擬氷のパイルアップ量を調べた。波浪条件は､

被災事例A地区において道路盛土に軽微な被災が生じた 

Ho = 7.5 m、T = 10.5 s（水位D.L+1.05 m）を含めて、周

期２種類、波高６種類に変化させた。海氷の模型には、

波浪による氷板の変形に関する模型氷（物性などをスケ

ールダウンさせて作成された実験用の氷）と模擬氷（ポ

リプロピレンを用いた模擬氷）を用いた実験を行い、模

擬氷を使用することの妥当性を検証している金田ら10)に

ならい、ポリプロピレン（比重0.90）を用いた。また、

國松ら9)によりオホーツク沿岸域で観測された海氷盤の

大きさおよび厚さの実測データを参考に、6.0㎝×6.0㎝

と10.0㎝×10.0㎝の2種類の大きさを用い、厚さは0.5㎝、

1.0㎝、2.0㎝の3種類とした。海氷被覆率ICRは50％と

80％とし、2種類の大きさの模擬氷を同じ面積になるよ

うに設定した。設置範囲は5m区間とし、写真-2 に示す

防氷柵をイメージした鉄網を設置した。また、波の遡上

低減効果の比較検証のため、汀線から 33.3cm（現地換

算L=15m）の位置に消波堤を配置したケースも実施した。

なお、消波堤は消波ブロック（現地換算10t型）を用い、

天端2個並び2層厚とした。以上の実験条件をまとめて表

-１に示す。 

 

 

(3)波高と波の遡上高のおよび海氷のパイルアップの計

測方法 

波高の伝達率Ktは、岸側2本で計測された波高の平均

値を沖側2本の入反射分離した波高で除した値とし、同

一の計測を3回行ってその平均値とした。また、遡上高

の計測は、水路床の 1:10 勾配部分に幅2cmの溝を設けて、

容量線を斜面と同じ高さになるように設置して計測した。

遡上高Rは静水面を基準とし、上方を正と定義した。サ

ンプリングタイムは 0.03 s 程度とし、3回計測を行いその

平均値を採用した。また、被災相当波浪について、波の

遡上水脈厚をデジタルビデオで計測した。海氷によるパ

イルアップは、鉄網柵前面の模擬氷について、水面から

の高さHと全体の厚さTをデジタルビデオにより計測し

た。 

図-2 被災事例の断面地形 

写真-1 オホーツク海沿岸の被災状況 

(a) 被災事例1（A地区） 

(b) 被災事例2（B地区） 
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4. 不規則波による波の遡上高の再現 

 
ヨーロッパ諸国では、不規則波の波の打上げ高として

2%超過値R2%を代表値として用い、我が国の堤防などの

設計にはR2%打上げ高さを基準としている。そのため、

実験による波の遡上高の再現には、このR2%遡上高を玉

田ら11)により提案された算定式(1)による遡上高と、被害

事例であるA地区を再現させた水理模型実験による波の

遡上高を比較し、被災時の波高と波の遡上高の関係を整

理した。   

図-4は沖波波高Hoと代表遡上高R2%の関係であり、図

中の○印は、被害のあった波浪条件（被害相当波浪）で

の結果である。計算値(cal)から求まる遡上高R2%は、実際

の被害の高さまで到達しない結果となったが、実験値

(exp)では被害範囲もしくはそれ以上の遡上高さとなった。

実験値と計算値の値が異なる原因としては、沖波波高が

比較的小さい場合には、1:30の地形勾配では砕波せず、

勾配変化点もしくは1:10の地形勾配で砕波する現象が見

られたことが主な要因と考えられる。また、式 (1)が一

様勾配の条件で行った実験結果をベースとしているもの

であり、本実験で用いた複合勾配とは異なる条件であっ

たことが考えられる。 

 現地の被災は、海水面(W.L)から5.65m～6.85m（道路

面高）の間で発生しており、道路面の高さW.L+6.85m

（D.L+7.9m）まで波の遡上痕が残っていたことから、実

験値は実際の現地での被害レベルまで波が遡上しており、

概ね再現できていると想定される。 

 

ܴଶ%
଴ܪ
ൗ ൌ 2.99 െ 2.73 exp ൤െ0.57 ∗ ൜tanߚ/ ቀܪ଴ ଴ܮ

ൗ ቁ
଴.ହ
ൠ൨ (1) 

  

5.  海氷による波高の低減特性 

 
海氷による波高低減の要因としては、Shen・Squireら8)

も指摘している、①海氷の相互作用（衝突や摩擦）、②

海氷面上での波の砕波、③海氷の変形に伴う波の反射

（海氷厚さに依存）などが考えられる。しかしながら、

高波浪時にはこれらの要因が同時に発生し、非常に複雑

な現象となる。ここでは、波浪低減に影響を及ぼす①~

③について全体を考慮した検討とした。図-5は表-1の条

件での海氷による波浪低減効果の結果である。図中のKt

は模擬氷存在時の伝達率であり、模擬氷が無い場合の伝

達率Kt
*で除することにより波浪の低減割合を示してい

る。波形勾配Ho/Loの違いによる模擬氷の低減効果はバラ

ツキの大きい結果となっていたが、ICRが高く氷厚tが厚

いほど波浪低減効果が大きい。ICR80%，t=20mmの場合

では、おおよそ3割程度の低減効果があり、波浪低減の

要因である①②③が複合的に発生していることが実験映

像より確認できた。特にHoが大きくなるほど模擬氷が激

しく衝突しながら、岸方向に移動し、大きな氷群となっ

て堆積（パイルアップ）することにより②と③の現象が

強く出ていた。ICR50%、t=5mmでは、波形勾配Ho/Loが

小さい場合ほとんど低減効果が見られなかった。この要

因としては、Hoが0.02以下条件では模擬氷がその場に留

まった上下運動が主となり、前述した波浪低減の要因の

図-4 沖波波高Hoと遡上高R2%の関係 

図-3 実験水路 

写真-2 防氷柵による海氷の制御状況 

表-1 実験条件 

模型縮尺 1/45
入射波高 Ho(cm) 6.7（3m)～20（9m）：6波高
入射周期 T(s) 1.34(9s)，1.57(10.5s)，1.79(12s)
実験水位 h(cm) D.L.+0.23（+1.05m)，D.L.+3.44(+1.55m)
海底勾配 i 1/30と1/10の複合勾配
模擬氷設置範囲(cm) 500.0（225m）
模擬氷被覆率　ICR(%) 50%，80%
模擬氷の大きさ　(cm) 6（2.7m）×6（2.7m），10（4.5m）×10（4.5m)
模擬氷厚さ　t(cm) 0.5（22.5cm），1.0（45.0cm)，2.0（90.0cm）
消波堤設置位置（cm） 33.3（汀線から15m）

（括弧内は現地量）
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②と③の影響はほとんどなく、①が主な要因となるため

低減効果が小さかったと考えられる。 

図-6は、一例として沖波波高Ho=16.7cm、周期T=1.57s

のときの模擬氷通過後の波高であり、0.032s間隔、8192

データにおけるスペクトル密度を示したものである。ス

ペクトル密度はICRが高く氷厚が大きいほど低減効果が

高い。また、ICRや氷厚の違いに関わらず全周波帯でス

ペクトル密度が減衰し、特に高周波ほど減衰効果が高い

結果となった。この傾向は水野ら12)の結果と同じである。 

 つぎに海氷による反射率特性（③）を確認するため、

模擬氷の有無による反射率Krを調べた（図-7）。海氷存

在時の反射率Krは、模擬氷の無い場合の反射率Kr

（0.1~0.16）と比較して全体平均では5%程度高い値とな

っており、ICRが高くtが小さいほどKrが大きく、ICRが

低くtが大きいほどKrが小さくなる傾向となった。また、

波形勾配Ho/Loが0.02以下の条件では、模擬氷のある場合

と比較して、最大で2割程度大きく、Ho/Loが0.04以上の

条件では、最大で2割程度小さい結果となった。 

 

6.  海氷による波の遡上特性 

 

海氷による波の遡上高の低減効果を明らかにするため、

４．で再現させた模擬氷のない状態でのR2%遡上高をベ

ースとし、模擬氷を設置した場合と代表的な対策工とし

ての実績の多い消波堤を設置した場合の遡上高の関係を

調べた。図-8は、表-1の条件での海氷による波の遡上低

減効果の結果である。図中のR2％は模擬氷設置時および

消波堤設置時（L=15m）の遡上高であり、模擬氷が無い

場合の遡上高R2％
*で除することにより波の遡上高の低減

割合を示している。ICRと氷厚tが大きくなる程、低減効

果が増し、ICR80%，t=20mmの場合では最大で6割程度

の低減効果が見られた。ICRと氷厚tが小さく、Ho/Loも小

さい場合は、ほとんど波の遡上低減効果はなく、この傾

向は波浪低減特性と同様である。消波堤を設置した場合

はHo/Loの影響は小さく概ね4割程度の低減効果となって

いた。 

海氷の有無によって波の遡上により生じる道路盛土の

図-6 周波数とスペクトル密度の関係 

図-5 波形勾配Ho/Loと低減割合Kt /Kt
※の関係 
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図-7 波形勾配Ho/Loと反射率Kr の関係 
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図-8 波形勾配Ho/Loと波の遡上低減効果 の関係 
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図-9 汀線からの距離と遡上流速と水脈厚 の関係 

y = ‐0.0115x + 1.2724
R² = 0.9932

y = 3.7667e‐0.043x

R² = 0.9946

0

0.5

1

1.5

2

2.5

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 15 30 45 60

水
脈
厚
η 2

%
(m

)

遡
上

流
速

u 2
%

(m
/s

)

汀線からの距離L(m)

遡上流速u

水脈厚η

盛土法先位置

u
1:30

1:10
汀線

L 盛⼟
法先



Daisuke Honma, Shinji Kioka 

被災の初期条件を把握することは、海氷による波の遡上

特性を検討する上で重要である。ここでは、波の遡上高

さとともに遡上流速および水脈厚の影響についても検討

を行った。遡上流速uは、遡上波先端水位の流速を単位

面積当たりの流束として取り扱い、遡上波1周期あたり

のエネルギー方程式によって求めた宮武ら13)を準用して

算出した。この方法によって遡上計で観測されたすべて

の波の遡上高を算出した後、R2%に該当する遡上波先端

水位の流速を遡上流速u2%とした。また、水脈厚η （水底

からの波頂高）は、R2%に該当する遡上波の各地点ごと

の水位をデジタルビデオで解析した値をη2% とした。 

図-9は模擬氷が無い状態で被災相当波（Ho = 7.5 m，

T=10.5 s）を作用させたときの汀線からの距離と遡上

流速 u2%および水脈厚 η2%の関係である。汀線から離

れるにしたがって u2%は直線的に、η2% は指数曲線的

に減少している。盛土先端位置では、u2% = 0.6 m/s 程

度、η2% = 0.3m程度となった。これらの値は対象海岸

での波浪による盛土の初期被害を発生させる１つの

目安と考えられる。   

図-10 は、模擬氷を設置した場合と消波堤を設置

した場合の汀線からの距離 L と水脈厚 η2％ の関係で

ある。模擬氷設置時の η は消波堤設置時と比較して、

ICR80％で t=10 ㎜以上の条件では消波堤よりも遡上

低減効果が高いことが確認された。また、ICR80％、

t=20 ㎜の条件では、汀線より 30m 地点において ηが

ほぼ 0 となり、波の遡上がなくなることを確認した。 

 

7.  波浪による海氷のパイルアップ 

  
沖に海氷がなく、沿岸部に海氷が卓越した状況におい

て、図-3に示す仮設防氷柵を設定し、波浪による海氷の

パイルアップ高さHおよび厚さTを計測した。図-11は模

擬氷のない状態でR2%遡上高を発生させる波浪に対応し

た波形勾配Ho/Loと水面より上面の模擬氷のパイルアップ

高さH2%の関係を示したものである。図中の黒のデータ

が被災条件の水位（D.L+1.05m）、赤のデータがより潮

位の高いD.L＋1.55mの結果である。防氷柵前面における

Hは、潮位の影響は小さく、Ho/Loが0.04を境にパイルア

ップ高さH2%が減少する傾向があった。H2%は最高で7m

程度まで達しており、ICRや氷厚tにはあまり依存しない

結果となった。また、潮位の違いによるH2%の値の差は

あまり見られなかった。Ho/Loを関数としてH2%との関係

を式（２）のように算定した。 

図-12は、沖波波高Hoと防氷柵前面の模擬氷のパイル

アップ厚T（写真-3）の関係の結果である。パイルアッ

プ高さH2%と同様に、ICRや氷厚t、勾配変化点の潮位の

違いについて規則性をもたない結果となった。ただし、

Hoの増加にともないlog関数的にTが増加する傾向がみら

れた。以上の結果から、平均的なパイルアップ厚Tを式

（３）のように算定した。 

図-10 汀線距離Loと水脈厚 η の関係 

図-11 波形勾配とパイルアップ高さの関係 
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図-12 沖波波高とパイルアップ厚さの関係 

写真-3 模型実験によるパイルアップ状況 
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の場合とする。 

 

8. 結論 

 
 本研究で得られた結論を要約すると以下のとおりであ

る。 

１）近年の流氷分布状況は、沖合に帯状に分布している

場合や、沖合に海氷は少ないが、沿岸部付近に部分的に

多く分布している状況が見られ、冬期の波浪増大の要因

となっている。 

２）海氷がない条件で、A地区海岸被災時における波の

遡上を再現し、10年確率波相当の波浪に対する盛土被害

の発生条件の目安としては、遡上流速u2%は0.6m/s程度、

水脈厚η2%は0.3m程度と推定した。 

３）ICR80%かつ氷厚t=20㎜の場合では波浪低減は3割程

度となり、スペクトル密度は全周波帯で低減しているが、

高周波成分の方が低減割合が大きい。 

また、海氷による反射特性は、ICRが高くtが小さいほ

どKrが大きく、波形勾配Ho/Loが0.02以下の条件では、模

擬氷のある場合と比較して、最大で2割程度大きく、

Ho/Loが0.04以上の条件では、最大で2割程度小さい。 

４）海氷による波の遡上低減効果は、ICRおよび氷厚tが

大きいほど高く、ICR80%，t=20mmの場合、最大6割程

度の効果があり、消波堤と同等以上の機能がある。 

５）模擬的に設置した防氷柵全面での波浪による海氷の

パイルアップ高さH2%と平均厚さTについて算出した。

H2%とTの値は、ICRとtの違いにあまり依存せず、波高に

よる影響が大きい。 

６）オホーツク海沿岸域における高波浪作用時の沿岸部

における海氷による波浪低減の要因は、海氷のICRとtお

よび波高に依存し、①海氷の相互作用（衝突や摩擦）、

②海氷面上での波の砕波、③海氷に作用する波の反射

（海氷厚さに依存）による影響があることを確認した。 

 

9. 今後の課題 

 
 今後、海底勾配や水深条件などの実験条件を追加し、

海氷による波浪低減の各要因を詳細に分析する必要があ

る。また、波浪による海氷のパイルアップについての算

定式の妥当性を検証した上で、適用範囲を拡張する必要

がある。 
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